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一般社団法人エコーネットコンソーシアム 定款 

 

 

第１章 総則 

（名称） 

第１条 当法人は、一般社団法人エコーネットコンソーシアムと称する。 

（主たる事務所） 

第２条 当法人は、主たる事務所を東京都港区に置く。 

（目的） 

第３条 当法人は、戸建て住宅、集合住宅、店舗、小規模ビル等で使用される機器を制御

する設備系ホームネットワークシステムの基盤開発と普及促進を図ることを目的

とする。 

（事業） 

第４条 当法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

(1) 設備系ホームネットワークシステムの基盤開発、規格の策定 

(2) (1)の規格の公開及び標準化活動 

(3) 設備系ホームネットワークシステムに関する普及啓蒙活動 

(4) その他当法人の目的を達成するために必要な事業 

（公告） 

第５条 当法人は、電子公告を公告方法とする。事故その他やむを得ない事由によって電

子公告による公告をすることができない場合の公告方法は、官報に掲載する方法

とする。 

 

第２章 社員、会員 

（社員、会員） 

第６条 当法人に次の会員を置く。 

(1) 正会員  当法人の目的に賛同して入会する法人又は団体  

(2) 準会員  正会員の子会社又は子法人で、当法人の目的に賛同して入会する法人又 

は団体（正会員として入会する法人又は団体を除く） 

(3) 学術会員 当法人の目的に賛同する学校法人その他教育・研究機関で、当法人の目  

的に賛同して入会する法人又は団体 

２ 前項第１号の正会員のうち、当法人に技術的貢献があるものとして理事会の承認を受

けた会員を幹事会員とし、その余の会員を一般会員とする。 

３ 第１項第１号の正会員をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「法

人法」という。）上の社員とする。 

（入会） 
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第７条 当法人の会員になろうとする者は、当法人が別に定める手続により申込みをし、

理事会の承認を得なければならない。 

（会費） 

第８条 社員は、社員総会において別に定める会費を納入しなければならない。 

（退社） 

第９条 社員は、法人法上の退社事由のほか、第８条の支払義務を１年以上履行しなかっ

たときは、退社する。この場合、退社した社員は、同義務を免れない。 

２ 正会員は、社員でなくなったときは、会員でなくなる。この場合、当該正会員の子会

社又は子法人である準会員も、会員でなくなる。 

（退会） 

第１０条 会員は、当法人が別に定める退会届を提出することにより、いつでも退会する

ことができる。 

２ 準会員又は学術会員は、自身が解散し又は当法人から除名された場合、退会する。 

３ 準会員又は学術会員の除名は、正当な事由があるときに限り、理事会の決議によって

することができる。 

（会費の不返還） 

第１１条 当法人に納入された会費は、返還しない。 

 

第３章 社員総会 

（開催） 

第１２条 社員総会は、定時総会及び臨時総会とし、定時総会は、毎事業年度終了後３か

月以内に開催し、臨時総会は、必要に応じて開催する。  

（社員による招集請求） 

第１３条 総社員の議決権の５分の１以上を有する社員は、理事に対し、社員総会の目的

である事項及び招集の理由を示して、社員総会の招集を請求することができる。 

（議長） 

第１４条 社員総会の議長は、代表理事がこれにあたる。 

（議決権の数） 

第１５条 議決権は、年会費１万円につき１個とする。 

（決議） 

第１６条 社員総会の決議は、法人法４９条２項各号の社員総会を除き、総社員の議決権

の３分の１を有する社員が出席し、出席した当該社員の議決権の過半数をもっ

て行う。 

 

第４章 役員 

（役員） 
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第１７条 当法人に、理事３名以上及び監事１名以上を置く。 

（任期） 

第１８条 役員の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時社員総会の終結の時までとする。 

２ 任期の満了前に退任した監事の補欠として選任された監事の任期は、退任した監事の

任期の満了する時までとする。 

（報酬） 

第１９条 役員は無報酬とする。ただし、常勤の役員については、社員総会において別に

定める総額の範囲内で報酬を支給することができる。 

（損害賠償責任の一部免除） 

第２０条 法人法１１１条１項の責任について、役員が職務を行うにつき善意でかつ重大

な過失がない場合において、責任の原因となった事実の内容、当該役員の職務

の執行の状況その他の事情を勘案して特に必要と認めるときは、法人法１１３

条１項の規定により免除することができる額を限度として理事会の決議によっ

て免除することができる。 

（外部役員の責任限定契約） 

第２１条 外部役員の法人法１１１条１項の責任について、当該外部役員が職務を行うに

つき善意でかつ重大な過失がないときは、１００万円の範囲内であらかじめ当

法人が定めた額と法人法１１３条１項の最低責任限度額とのいずれか高い額を

限度とする旨の契約を外部役員と締結することができる。 

 

第５章 理事会 

（理事会） 

第２２条 当法人に、理事会を置く。 

（招集権者） 

第２３条 理事会は、代表理事が招集する。 

（招集手続） 

第２４条 理事会を招集する者は、理事会の日の３日前までに、各理事及び各監事に対し

てその通知を発しなければならない。 

（理事会の決議の省略） 

第２５条 理事が理事会の決議の目的である事項について提案をした場合において、当該

提案につき理事（当該事項について議決に加わることができるものに限る。）の

全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたとき（監事が当該提案

について異議を述べたときは除く。）は、当該提案を可決する旨の理事会の決議

があったものとみなす。 
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第６章 評議会 

（評議会） 

第２６条 当法人は、諮問機関として評議会を設置することができる。 

 

第７章 計算 

（事業年度） 

第２７条 当法人の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

（剰余金） 

第２８条 当法人は、剰余金の配分を行うことができない。 

（残余財産） 

第２９条 当法人が清算する場合において有する残余財産は、社員総会の決議を経て、国

若しくは地方公共団体又は次の各号に掲げる法人に贈与する。 

(1) 公益社団法人又は公益財団法人 

(2) 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律 （平成十八年法律第四十九

号）第５条第１７号イからトに掲げる法人 

 

第８章 附則 

（従来の任意団体エコーネットコンソーシアムの会員） 

第３０条 従来の任意団体エコーネットコンソーシアムの会員（以下、「従来の会員」とい

う。）は、第７条の規定にかかわらず、法人成立の日をもって、当法人の会員と

なる。但し、法人成立の日までに当法人の会員とならない旨の意思表示をした

ものを除く。 

２ 前項本文の場合において、従来の会員のうち A 会員は当法人の幹事会員、同 B会員は

当法人の一般会員、同 A’及び同 B’会員は当法人の準会員、同学術会員は当法人の学術

会員となる。 

（設立時社員の氏名及び住所） 

第３１条 当法人の設立時社員の氏名及び住所は、次の通りである。 

大阪府大阪市阿倍野区長池町２２番２２号 

シャープ株式会社      

東京都千代田区内幸町一丁目１番３号 

東京電力株式会社      

     東京都港区芝浦一丁目１番１号 

株式会社東芝 

東京都千代田区大手町一丁目５番１号 

日本電信電話株式会社 

     大阪府門真市大字門真１００６番地 
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     パナソニック株式会社      

東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 

     株式会社日立製作所      

東京都千代田区丸の内二丁目７番３号 

     三菱電機株式会社      

（最初の事業年度） 

第３２条 当法人の最初の事業年度は、当法人成立の日から平成２７年３月３１日までと

する。 

 


